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整数計画法による土地利用と道路網の

同時最適化モデルに関する研究

ここで， Qを業務ゾーン j の集合， Hを住居ゾーン i

の集合 (QnH=ゆ， QUH=R) とする.

1) 決定変数

木モデルにおける決定変数は以下のとおりである.

:リンク (i ， j)の拡幅，新設があるときにしな

いときに 0 をとる O ー 1 変数 ((i， j) E L1) 

fnij8 :リンク (i， j) を所要時間の異なる m個の部分リ

ンクの合成としたときの n 番目のものの流量

((i , j)ε Lo ， S E S , n=l , …… , m) 

:住居ゾーン i の開発がるあときにし

に O をとる 0 ー 1 変数 (iEH)

giJ 住居ゾーン i から業務ゾーン j への増加交通量

(i E H , j E Q) 

2) 制約条件

(i) 交通流保存則

ないとき
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土地利用計画の最適化，あるいは道路網建設の最適化

に関する研究は，これまでそれぞれ個々には数多くなさ

れているが，これら 2 つを同時に行なった研究はあまり

なされていない.本研究では，土地利用と道路網の同時

最適化モデルを，混合型整数計画法を用いて定式化し，

それを現実の埼玉県北部地域の道路交通網に適用する.

そして，実際の当地域のOD交通量データを用いた計算

と，得られた最適解の詳細な分析によって，当モデルの

妥当性，有効性について考察を加える.

研究の目的

Zi 

宅地開発と道路網の同時最適化毛デ

ルの概要
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ここで)

このモデルは，地域内の業務地域の発展に伴う雇用増

に対応する住宅地域の配置，突通需要変化に対応する道

路整備(拡幅，新設)筒所の配置，ならびに各道路の交

通量等が，当該地域における交通流の最適化と L 、う評価

基準の下で，どのようになるのが望ましいかを求めるも

のである.したがって得られる最適解は，雇用の増加量，

宅地開発と道路整備の予算上限制約，宅地開発前のOD

交通量が与えられたときに，全体の道路網の効率性を最

大にする(ネットワークの総走行時聞を最小にする)も

のとなる.

(吟

(S E S, jE R) である.

(1)式は，ノード j における，発生ノード別交通量に関

する流量保存則である.ノ}ド s から発生した交通流に

関して，任意のノード j に入る量と，出る量が等しいこ

とを表わしている.つまりノード j が発生ノードであれ

ば発生量 O. に，そうでない場合は，そのノードを目的

地とする交通量DjS によって保存量調整が行なわれる.

なお， a( j) はノード j を始端とするリンクの集合， b(j) 
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現実の道路交通網を，ノードとリンクで構成されるネ

ットワークを用いて表わす.ここで， Rをノード全体の

集合 Sを交通が発生するノードの集合， Loをリンク全

体の集合， L1を拡幅，新設対象リンクの集合とする.な

お， リンクは有向リンクとする.

モデルの対象とする地域を，業務ゾーンと住居ゾーン

に 2 分割する.ゾーンはノードで表わされる.モデルは，

業務ゾーン J に雇用増(単位は交通量で表わす)があっ

たときに，そこへの通勤者を，住居ゾーン i へ割り当て

るものである.
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はノード j を終端とするリンクの集合である (5)式は，業務ゾーン j へ集中する増加突通量の総和{式

(2), (3)式は， OD 交通量に関するもので，それぞれ， の左辺)を，ゾーン j の雇用増 JQj に等しくする制約式

右辺第 2 項以降が宅地の開発によって発生した交通量で であり， (め式は，住宅ゾーン i から発生する増加交通量

ある Õs ， Ðj8 は宅地開発前の ， 0., Dj8 は開発後のO の総和(式の左辺)を，そのゾーンの宅地開発量の上限

D交通量である íl以下にする昔話l約式である.

(ii) 部分リンクの容量制約 刷宅地の開発，道路の整備に伴う費用上限予算制約

L. fηijs ~ F ηリ + L1Fnij 
SεS 

( (i , j) E Lo, n = 1 ,… , m) μ) 

付)式は，部分リンクの容量に関する制約式である. リ

ンクが新設，拡幅されると，その容量が Fnij から dFnij

だけ増加することを表わす.

(i�) 増加交通量に関する整合条件

L. gu=L1Qj (j E Q) 
住H

L. gii~ílizi (iEH) 
jEQ 

くケース 1>

くケース 2)

(予算上限制約をケース 1
の 21tf としたもの)

2ぽ)

20R 

(5) 

(6) 

数字はリンク交通量，太線は拡幅リンク，自門は交通発

生ノード，円内数字はゾーン発生交通量を表す.数字の

単位は100台/日

図 1 道路網最適配置モデルの解
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L. _ 6ijYij+L.ﾇiL._ gij;亘B
(i ， j)eLt 住H jEQ 

(7) 

(7)式は，道路整備と宅地開発のコストの総和を一定上

限額以下にする制約式である .εりはリンク (i ， j)の砿頼，

新設のコスト， ~i はゾーン i の単位宅地開発量あたりコ

スト ， Bは道路整備と宅地開発の予算の上限である.

(v) 宅地開発ゾーンの総数に関する上限制約

L. Zi ~五 N
iEH 

〈ケース 1)

491 

〈ケース 2>

(宅地開発コストをケース 1
の 2f音としたもの)

491 

260 

197 

260 

H!l 

(8) 

数字はリング突通量，太線は拡幅リンク，白門は住居ゾ

ーン，円内数字は宅地開発量，中央四角は業務ゾーン，

四角内数字は雇用増加量を表す.数字の単位は100台/日

図 2 土地利用と道路網の同時最適化モデルの解
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ここで， Nは開発する住宅ゾーン数の上限である.

同変数条件

官iJ E{O， I} ((i ,j) EL1 ) 

Z� E {O, 1} (iε H) 

(9) 

紳

!nîj， 孟 o ((i , j) ε Lo， S E S , n = 1 ,… , m) (1副

gij迄 O(iEH， jEQ または iEQ， jEH) (12) 

(9)(10)式は変数の整数条件，凶，凶式は交通量の非負条

件である.

3) 目的関数

minimize L: L: rnij L: !niis (1功
ぱ ， j)eLo n=l 8eS 

(13)式は部分リンクの所要時間 r1L ij と流量の積和であ

って，不ットワーク上の全交通量の総走行時間を表わす，

ここで， Slij :を拡幅，新設があるときの ， SOりをそれが

ないときのリンク所要時間関数(研究では交通量の 2 次

関数とした)とすれば， (4), (叫式は， (14)式を線形近似し

たものと同値である.このとき ， rn i}> Fn ij , L1Fn iJ は，

SOij' SIりより与えられる.なお， !勀 はリンク (i， J)の

総交通量(ん=L: 2:JniJS ) である.
n=l 8e,s 

minimize L: { ( 1 ー釣j) • !ij ・ SOtj (!ij) 
(î ，jlεLO 

+Yij ・ !tj ・ Sl ij (ftj)} (14) 

3. 計算結果

1) 道路網最適配置モデルの計算結果

先に定式化した，宅地開発と道路網の同時最適化モデ

ルで，宅地開発を考慮しないものを，道路網最適配置モ

デルとして，埼玉県春日部市周辺地域に適用し，モデル

の特性をみた(図 1 ). 

2) 宅地開発と道路網の同時最適化モデルの計算結果

このモデルを埼玉県春日部市周辺地域に適用し，予算

制約，宅地開発コストが変化したときの，土地利用と道

路網の配置解を得た(図 2 ). ネットワークは， ノード

数29， うち交通発生ノード 9 ，宅地開発ノード 4 ， リン

ク数 102，拡幅対象リンク 86である.整数変数は47個であ

る.

4. まとめ

既存研究のモデルと比較した本研究のモデルの特徴を

まとめると，以下のとおりである.

④ 道路整備による容量の変化を，離散的に取り扱った.

② ゾーンの土地開発を，整数変数として定式化した.

③ 道路混雑を考慮して，交通量と所要時間の関係を階

段関数を用いて表わした.

これらの項目のうち，各項目単独では既存研究ですで

になされているものもあるが，全項目を同時に満足する

研究例はまだない.本研究は，これらの項目を同時に取

り入れたものとして位置づけられる.

! 報文集価格表(会員価格)
T-73-1 ネットワーク構造を有するオペレーションズ・リサーチ問題の電算

機処理に関する基礎研究 1200門

T-78-1 オペレーションズ・リサーチのためのデータとプログラムに関する研究 4000円

T-77-1 システムダイナミックス一一方法論と適用例

R-79-1 10 R の実践とその有効活用」視察団報告

R-82-1 I欧州における OR実施状況」視察団報告書

R-84-1 I米国における ORの実践」視察団報告

2500円

1200円

1200円

1200円

T-88-1 I南北協力の新しい戦略一一マイクロ電子技術を起爆として一一J 3500円

R-88-1 I南米紙のO吋視察団」報告書 1200円

1990 年 1 月号 81 
© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.




